（第２号様式）
　　年　　月　　日

茨城県知事　　　　　　　　殿

設置者名　　
所在地　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

保育所設置計画承認申請書
　児童福祉法第３９条に基づく保育所を設置したいので、計画概要について関係書類を添えて提出いたします。

（添付書類）

１　設立趣意書

２　設置施設概要（別紙１）
３　理事会の議事録等（施設設置に係る理事会等の決議録謄本）

４　設置者の概要、沿革及び登記事項証明書
５　代表者の履歴書
６　設置者の資産調書（既設法人については、直近の財産目録、既設法人以外については、土地、建物、預金並びにその他重要な財産に関する権利を証明する書類等）

７　児童福祉法第３５条第５項に規定する基準に該当しない旨の証明書（別紙２）

８　施設予定地周辺の地図

９　園地、園舎等の配置図及び平面図（各部屋の名称及び面積等を記載すること。）

10　施設設置に要する経費・財源調書（別紙３）

11　開所予定日までのスケジュール表

12　その他知事が必要と認める書類

（別紙１）
設置施設概要　（計画承認申請用）
１　保育所名
２　設置主体名

３　経営主体名

４　所在地

５　定　員　　　　人

　

	０歳児
	１歳児
	２歳児
	３歳児
	４歳児
	５歳児
	計

	
	
	
	
	
	
	


※初年度の利用定員が認可定員と異なる見込みの場合には、以下に記載すること。

利用定員　　　　人　　
	０歳児
	１歳児
	２歳児
	３歳児
	４歳児
	５歳児
	計

	
	
	
	
	
	
	


６　建物の構造

（１）建　物
	構造
	
	耐火構造
	

	階数
	
	整備資金
	


　

※自己所有以外の場合には、以下についても記載すること。

	契約形態
	
	相手方
	

	期間
	
	賃料
	


　　　
（２）設　備

	室　名
	適合状況
	室数
	延床面積
	最低基準面積等

	乳児室
	
	
	㎡
	1.65㎡×２歳未満児定員数 　人＝　　㎡

3.3㎡ ×２歳未満児定員数　 人＝　　㎡



	ほふく室
	
	
	㎡
	

	小計
	（適・否）
	
	㎡
	

	保育室
	
	
	㎡
	1.98㎡×２歳以上児定員数　人＝　　㎡

保育室又は遊戯室を２階以上に設ける場合（適・否）
保育室又は遊戯室を3階以上に設ける場合（適・否）

	内

訳
	２歳児室
	
	
	㎡
	

	
	３歳児室
	
	
	㎡
	

	
	４歳児室
	
	
	㎡
	

	
	５歳児室
	
	
	㎡
	

	遊戯室
	
	
	㎡
	

	小計
	（適・否）
	
	㎡
	

	調理室
	
	㎡
	調理員専用便所（有・無）

	医務室
	
	㎡
	

	調乳室
	
	㎡
	

	沐浴室
	
	㎡
	 沐浴設備（有・無）

	一時保育用保育室
	
	㎡
	

	子育て支援室
	
	㎡
	

	放課後児童健全育成事業室
	
	㎡
	

	事務室
	
	㎡
	

	児童用便所
	
	㎡
	便器数（大：　　　小：　　　）

	職員休憩室
	
	㎡
	保育士休憩室（有・無）

 調理員休憩室（有・無）

	
	
	㎡
	

	その他
	
	㎡
	

	合計
	
	㎡
	


　　※乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室については、有効面積を記載すること。

７　土地の状況

（１）面積

	建築面積
	　　　　　㎡
	

	屋外遊戯場
	　　　　　㎡
	3.3㎡×２歳以上児定員数　　人＝　　　㎡（適・否）

	駐　車　場
	　　　　　㎡
	保護者用駐車場　　　台

	そ　の　他
	　　　　　㎡
	

	合　　　計
	　　　　　㎡
	


（２）所有形態

	用途
	所在地
（市町村、大字、地番）
	地目
	面積(㎡）
	所有者名
	取得方法
	取得時期

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


　　※自己所有以外の場合には、取得方法欄に、契約形態（賃貸借、地上権等）を記載し、取得

時期欄に、契約期間を記載すること。

８　備品・遊具の状況

	備　　品
	屋内遊具
	屋外遊具

	品名
	数量
	品名
	数量
	品名
	数量

	
	
	
	
	
	


　　※購入予定の主な備品等を記載すること。

９　職員の状況

（１）施設幹部職員について

	職名
	氏名
	年齢
	資格取得年月日
	経験年数
	給与（本俸）

	施設長

主任保育士


	
	
	
	
	


　　※施設長及び主任保育士のみ記載すること。

　　※経験年数は、保育所並びに保育所以外の児童福祉施設、認定こども園、幼稚園及び地域型

保育育事業の経験年数を記載すること。

　　※履歴書を添付すること。

（２）職員配置予定数

	
	定員

（人）
	職　員　数
	備考

（定数と現員の差等について）

	
	
	保育士

1人当たり
	定　数

（人）
	現　員

（人）
	

	所　　　長
	
	
	
	
	

	保育士
	年齢別
	０歳児
	
	３：１
	
	
	

	
	
	１～２歳児
	
	６：１
	
	
	

	
	
	３歳児
	
	20：１
	
	
	

	
	
	４歳以上児
	
	30：１
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	

	
	休憩保育士
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	調理員等
	調　理　員
	
	
	
	
	

	
	そ　の　他
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	

	嘱　託　医
	
	
	
	
	


［注１］年齢別保育士定数は、各年齢別に少数第１位まで計算し（第２位切り捨て）、合計を四捨五入する。
［注２］短時間保育士を基準保育士として導入している場合には、短時間勤務保育士に

ついては実人員数ではなく、常勤保育士見合いの員数を記入すること。

なお、常勤保育士見合いの数とは（常勤保育士に代えて充てた短時間保育士の

所定労働時間数の合計÷常勤保育士の所定労働時間数）の端数を切り捨てた数以

下の員数とすること。

１０　給食の提供方法について

　　・自園調理

　　・業務委託（委託先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　・外部搬入（委託先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１１　開所予定年月日

　　　平成　　年　　月　　日

１２　開所時間

　　　午前　　時　　分　～　午後　　時　　分

　　　うち延長保育時間

１３　休園日

１４　実施予定の特別事業等　※該当する事業（自主事業を含む。）に○をつけること。
　　　放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、病児保育事業、延長保育、休日保育
　　　

（別紙２）

児童福祉法第35条第5項に規定する保育所の設置の認可に係る
欠格事由に該当しない旨の証明書

法人の役員等が次のいずれにも該当しないことを証明します。

なお、本証明について、虚偽の事実が判明した場合には、認可を取り消されても異議はありません。
平成　　年　　月　　日

（法人名）

（代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　※記名・押印又は署名（自署）
イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者。
ロ　児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者。
ハ　労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者。
ニ　法第58条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該認可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があつた日前六十日以内に当該法人の役員等であつた者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該認可を取り消された者が法人でない場合においては、当該通知があつた日前六十日以内に当該保育所の管理者であつた者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）。ただし、当該認可の取消しが、保育所の設置の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該保育所の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該保育所の設置者が有していた責任の程度を考慮して、ニ本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
ホ　申請者と密接な関係を有する者が、法第58条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該認可の取消しが、保育所の設置の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該保育所の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該保育所の設置者が有していた責任の程度を考慮して、ホ本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
ヘ　法第58条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第十二項の規定による保育所の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該保育所の廃止の承認の日から起算して五年を経過しないもの。
ト　法第46条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき法第58条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として 厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。） までの間に法第35条第12項の規定による保育所の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該保育所の廃止の承認の日から起算して五年を経過しないもの。
チ　ヘに規定する期間内に法第35条第12項の規定による保育所の廃止の承認の申請があつた場合において、申請者が、ヘの通知の日前六十日以内に当該申請に係る法人（当該保育所の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該申請に係る法人でない保育所（当該保育所の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該保育所の廃止の承認の日から起算して五年を経過しない者。
リ　認可の申請前五年以内に保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者。
　

別紙３

施設設置に要する経費・財源調書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	取得等年度

区分
	年度
	年度
	開設年度
	年度
	所要経費

合　　計
	支　払　計　画

（支 払 時 期）

	
	所要経費
	経費等内訳
	所要経費
	経費等内訳
	所要経費
	経費等内訳
	所要経費
	経費等内訳
	
	

	　　　　　設　　置　　経　　費
	園　　地

（うち造成費）
	（　 　　）
	取得面積　　㎡

買取先　　　外

　○　　　　名
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	園舎建設費


	園　舎


	
	建築面積　　㎡

構造
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他施設費


	
	建築面積　　㎡

構造
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	園舎建設費合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	備品・遊具等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常的経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注） １　経常的経費は、保育所の運営に要する一般生活費、人件費及び管理費等の合計額を記入すること。

　　　 ２　園舎及びその他施設費に借入金を充てる場合には、別紙３－２を添付すること。

　　　 ３　設置経費は、特殊な場合を除き、開設年度以降に計上されることはない。

別紙３－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負　債　償　還　計　画　表　　　　　　　
単位：千円

	区分
	借入先
	当初借入

金　　額
	借入
年月日
	返済期間及び利率
	申請前年度末までの償還額
	申請前年度末現在の残高
	借入金に対する返済計画（元金償還額＋利息支出額）
	借入金の使途等

	
	
	
	
	
	
	
	申請年度
	開設年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	

	申請前年度末の負債残高
	福祉医療機構等
	千円


	○年

○月○日
	○年　％

（据置　年）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	使途：

抵当：

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	○○銀行
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	申請年度以降の借入予定
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計（A）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度末残高（元金＋利息）
	
	
	
	
	
	
	

	収　　入（B）
	
	
	
	
	
	
	

	収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合　　A／B
	％


	％

　
	％


	％


	％


	％


	％




（注）　１ 法人全体の負債(申請年度以後に予定している負債、短期借入金等を含む。)についての償還計画を年度毎に記入すること。

　　　 ２ 負債の償還が完了する年度まで欄を追加して作成すること（銀行等が作成した償還計画でも可）。
　　　 ３ 「借入金に対する返済計画」の欄には、元金償還額と利息支出額の合計額を記載すること。

　　　 ４ 「収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合」の欄は、小数点第1位（小数点第2位切り捨て）まで記入すること。
